
郵政民営化委員会
 

ヒアリング資料

平成２０年１０月８日

株式会社

 
ゆうちょ銀行

資料１



1

目 次

１

 
サービスの提供状況
１）

 

貯金残高の状況
２）

 

店舗数・ＡＴＭ数
３）

 

お客様サービスの向上
４）

 

年金受給のお客様へのサービス
５）

 

ＣＳＲへの取組
６）

 

お客様の認知

２

 
郵便局会社との連携

３

 
健全経営に向けた取組
１）

 

コンプライアンス態勢
２）

 

リスク管理体制
３）

 

市場リスクの管理
４）

 

決算の状況
５）

 

金利リスクの状況

４

 
経営基盤強化に向けた取組
１）

 

運用手段の多様化
２）

 

新規商品・サービスの提供
３）

 

業務効率化に向けた取組

・・・・・

 
２

・・・・・

 
８

・・・・・

 
９

・・・・・

 
１４



2

231.7

219.3

205.8

193.1

187.3

182.3 181.7

150

175

200

225

Ｈ１６／３末 Ｈ１７／３末 Ｈ１８／３末 Ｈ１９／３末 Ｈ１９／９末 Ｈ２０／３末 Ｈ２０／６末

１

 
サービスの提供状況

○Ｈ２０年６月末の貯金残高は１８１．７兆円（未払利子を含む）

－民営化後も貯金の残高減少傾向は継続

○Ｈ２０年６月末の貯金残高は１８１．７兆円（未払利子を含む）

－民営化後も貯金の残高減少傾向は継続

（１）貯金残高の状況

【貯金残高の推移（未払利子を含む）】【貯金残高の状況（Ｈ２０年３月末）】

預金種類
Ｈ２０／３末

（決算値）

Ｈ２０／６末

（速報値）
増減

流動性貯金 ６３．４ ６３．９ ＋０．５

定期性貯金 １１７．８ １１６．７ ▲１．１

その他貯金 ０．３ ０．４ ＋０．１

合計 １８１．７ １８１．１ ▲０．６

未払利子を含む

貯金残高
１８２．３ １８１．７ ▲０．６

（単位：兆円）
（兆円）

＊１）

 

流動性貯金＝振替貯金＋通常貯金＋貯蓄貯金＋特別貯金（通常郵便貯金相当）
＊２）

 

定期性貯金＝定期貯金＋定額貯金＋特別貯金（定期郵便貯金相当＋定額郵便貯金相当＋

 

積立郵便貯金相当＋住宅積立郵便貯金相当＋教育積立郵便貯金相当）
＊３）

 

特別貯金は、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの預り金で、同機構が日

 

本郵政公社から承継した郵便貯金に相当
＊４）

 

単位未満は切り捨てて表示
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１

 
サービスの提供状況

○全国２３４店の直営店、及び２３，８６０局の郵便局、２６，０８９台のＡＴＭを通じてサービスを提供

－民営化後も、民営化前と同水準の、サービスネットワーク網を維持

○全国２３４店の直営店、及び２３，８６０局の郵便局、２６，０８９台のＡＴＭを通じてサービスを提供

－民営化後も、民営化前と同水準の、サービスネットワーク網を維持

サービスネットワーク網 平成２０年３月末 平成１９年９月末

直営店

（本支店・出張所）
２３４店

郵便局

（銀行業務を取扱う

 
郵便局）

郵便局 ２０，０００局

簡易郵便局 ３，８６０局

店舗数合計 ２４，０９４店（局） ２４，０６５局

ＡＴＭ設置台数 ２６，０８９台 ２６，０９７台

【店舗数・ATM数】

（２）店舗数・ＡＴＭ数

（銀行業務を取扱う郵便局数）
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１

 
サービスの提供状況

○民営化の成果をいち早くお客様に還元していくよう、お客様ニーズに応えた各種サービスの充実・向上策

 
を順次、展開

 

○民営化の成果をいち早くお客様に還元していくよう、お客様ニーズに応えた各種サービスの充実・向上策

 
を順次、展開

【民営化後のお客様サービスの充実・向上策】

（３）お客様サービスの向上

サービスの充実・向上策 内 容

ATM口座間送金手数料の無料化

（平成１９年１０月～）

・ＡＴＭを利用したゆうちょ銀行の総合口座からゆうちょ銀行の総合口座又は振

 
替口座への送金を無料化

正月三が日のＡＴＭ稼動

（平成２０年１月）

・日曜・休日に稼動しているＡＴＭ（ホリデーサービス実施ＡＴＭ：約８，４００か所・

 
約１２，０００台）を稼動

ゆうちょコールセンターの受付時間拡大

（平成２０年６月～）

・土日・休日の受付、平日の受付時間延長（～18:00 ⇒ ～21:00）を実施

・携帯電話・ＰＨＳ等からも通話料無料でご利用いただけるよう改善

各種キャンペーンの実施

（平成１９年１１月以降、順次）

・郵政民営化を記念した「宝くじキャンペーン」や退職金を原資にお預入れいた

 
だいたお客様を対象とした「退職金キャンペーン」等各種キャンペーンを展開

他の金融機関との振込

（平成２１年予定）

・全国銀行データ通信システム（全銀システム）に接続することにより、全銀シス

 
テムに接続している金融機関（約１，５００行）との間の振込を取扱開始予定

ゆうちょダイレクトの機能向上

（順

 

次）

・

 

「お客様の声」ページをＨＰに掲載するとともに、要望事項について順次改善

・全銀システム接続後は、他行宛送金が利用いただけるよう準備中

定額小為替の券種追加

（平成２０年度中を予定）

・利用の多い額面の券種（150円、250円、350円、450円及び750円）を追加し、

 
実質的な料金の引き下げを実施予定
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１

 
サービスの提供状況

○全国で約１，０００万人のお客様がゆうちょ銀行（郵便局）を通じて年金をお受取りされており、年金受給者

 
を対象としたサービスを提供

 

○全国で約１，０００万人のお客様がゆうちょ銀行（郵便局）を通じて年金をお受取りされており、年金受給者

 
を対象としたサービスを提供

【年金関連のお客様サービスの提供状況】

（４）年金受給のお客様へのサービス

項 目 内 容

年金配達サービス

・ご高齢やお身体が不自由などのために、窓口に出

 
向いて年金等を受け取ることが困難な受給者の方

 
に、年金や恩給を支払期ごとにご自宅までお届け

 
するサービスを提供

年金キャンペーン

 
の実施

・ゆうちょ銀行で年金受給されている方等を対象とし

 
たキャンペーンを実施

ゆうちょ銀行（郵便局）で年金

 
をお受け取りいただいている

 
お客様数

 

（口座数）

約１，０００万人

年金支給月の年金の振込額

約１．５兆円
（年間約９兆円）
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１

 
サービスの提供状況

○日本郵政グループとして取り組んでいる環境保全活動推進等の取組に加え、ゆうちょ銀行の商品・サー

 
ビスに関連した取組を独自に展開

 

○日本郵政グループとして取り組んでいる環境保全活動推進等の取組に加え、ゆうちょ銀行の商品・サー

 
ビスに関連した取組を独自に展開

【ゆうちょ銀行のサービスに関連したＣＳＲの取組】

（５）ＣＳＲへの取組

取 組 内 容

ニュー福祉定期貯金
・障害基礎年金や遺族基礎年金などの公的年金等を受給されている方が利用できる、

 
利率を優遇した預入期間１年の定期貯金を提供

点字によるサービス
・目が不自由な方にも安心して当行をご利用いただけるよう、預入していただいた貯金や

 
各種通知書の内容を点字で印字するサービスを提供

ゆうちょボランティア貯金

（平成２０年１０月取扱開始）

・独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）と連携し、お申込みいただいた通常貯金の利子

 
（税引後）の一部（20％）を寄付金としてお預かりし、国際協力活動を行っている民間援

 
助団体等の支援に活用
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１

 
サービスの提供状況

○民営化後実施した顧客満足度調査では、銀行サービスのうち、「全国どこでも利用可能」「ＡＴＭの使い

 
やすさ」「店舗の身近さ」に評価

 ○また、約9割の方が国の保証がないと認識
（「国の保証が廃止されたことを知っている」「（そもそも）国の保証があったことを知らない」の回答の合計）

 －Ｗｅｂサイトで「政府保証がないこと」を周知するとともに、広告宣伝にかかる規程上、「あたかも政府保証があると誤解

 
を与えるような表示」を禁止事項として明記

 

○民営化後実施した顧客満足度調査では、銀行サービスのうち、「全国どこでも利用可能」「ＡＴＭの使い

 
やすさ」「店舗の身近さ」に評価

○また、約9割の方が国の保証がないと認識
（「国の保証が廃止されたことを知っている」「（そもそも）国の保証があったことを知らない」の回答の合計）

－Ｗｅｂサイトで「政府保証がないこと」を周知するとともに、広告宣伝にかかる規程上、「あたかも政府保証があると誤解

 
を与えるような表示」を禁止事項として明記

【「郵便局等の顧客満足度調査」の結果

 

（平成20年5月実施、インターネット調査、有効回答数4,307人）】

（６）お客様の認知

■郵便局等の銀行サービスの全体満足度

■満足度（「やや満足」以上）が高い上位３項目
①

 

全国どこでも利用できる
②

 

ＡＴＭの使い方がわかりやすい
③

 

店舗が身近にある

■不満足（「やや不満」以下）が高い上位5項目

①

 

窓口の待ち時間が短い
②

 

店舗の営業時間が長い
③

 

手数料が安い

満足

 

77.0％ （不満 4.7％）
満足

 

65.1％ （不満 5.7％）
満足

 

65.0％ （不満 10.0％）

不満

 

35.0％ （満足 28.4％）
不満

 

30.0％ （満足 30.0％）
不満

 

19.0％ （満足 50.9％）

■民営化認知度

 

（民間金融機関としての運営）

■民営化認知度

 

（預金・保険の国の保証廃止）

ゆうちょ・かんぽが国（公社）による運営から、通常の民間金融機関としての運営に変

 

わったことをご存知ですか。（回答は1つ）

民営化後に受け入れられたゆうちょ銀行・かんぽ生命の預金・保険については、国の

 

保証が廃止された（＝他の銀行・生保と同様の保証水準になった）ことをご存知ですか。

 

（回答は1つ）
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２

 
郵便局会社との連携

○郵便局におけるお客様サービスの提供を円滑に行うため、事務指導、営業支援、顧客対応等、郵便局会

 
社との一体的運営を実施

 

○郵便局におけるお客様サービスの提供を円滑に行うため、事務指導、営業支援、顧客対応等、郵便局会

 
社との一体的運営を実施

【郵便局会社との連携体制】

（１）連携体制

項 目 内 容

事務指導面での連携
・全国４９ヶ所の地域センターに、臨局指導を行う「業務インストラクター」、郵便局からの

 
照会対応を行う「ヘルプデスク」を配置・設置し、郵便局への事務指導を一元的に実施

営業支援面での連携

・営業推進の企画・調整は、本社・支社（統括店）間レベルで一体的に実施

・また、ゆうちょ銀行と郵便局会社の営業インストラクターの連携を図り、郵便局に対す

 
る営業支援体制を確立

顧客対応面での連携
・郵便局や店舗、コールセンターにお寄せいただいたお客様の声については、システム

 
で一元管理し、全社的な共有化を実現するとともに、お客様の声を分析し、必要な改

 
善を実施
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３

 
健全経営に向けた取組

○お客様からもっとも信頼できる金融機関を目指し、コンプライアンスを経営上の最重要課題と位置づけ、

 
「コンプライアンス委員会の設置」「コンプライアンス・オフィサーの配置」等、必要な体制整備を行い、その

 
徹底に向けた取組を展開

 

○お客様からもっとも信頼できる金融機関を目指し、コンプライアンスを経営上の最重要課題と位置づけ、

 
「コンプライアンス委員会の設置」「コンプライアンス・オフィサーの配置」等、必要な体制整備を行い、その

 
徹底に向けた取組を展開

【コンプライアンス態勢】

（１）コンプライアンス態勢

監査委員会

コンプライアンス委員会 経営会議
代表執行役会長
代表執行役社長

取締役会

コンプライアンス統括部

地域コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス責任者（直営店など）

社 員

コンプライ
アンス

項目所管部

オペレーショナル・
リスク管理室

監査企画部

法務室

そ
の
他
関
連
部
署

経

 営

コ
ン
プ

 

ラ

 

イ

 

ア

 

ン
ス
・
ラ

 

イ

 

ン 通報

指示 報告

指示 指示

報告 報告

指示 報告

連携

指示 報告

内部通報窓口（社内窓口）

（社外窓口）

コンプライアンス統括部の担当執行役
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３

 
健全経営に向けた取組

○各リスクカテゴリーを管理する部署を設けるとともに、各リスクカテゴリーを統合して管理する部署（リスク

 
管理統括部）を、各業務部門からの独立性を確保した上で設置

 ○また、リスク管理・運営のため、経営会議の諮問機関として専門委員会（リスク管理委員会、ＡＬＭ委員

 
会）を設置し、リスク管理の方針やリスク管理体制などを協議

 

○各リスクカテゴリーを管理する部署を設けるとともに、各リスクカテゴリーを統合して管理する部署（リスク

 
管理統括部）を、各業務部門からの独立性を確保した上で設置

○また、リスク管理・運営のため、経営会議の諮問機関として専門委員会（リスク管理委員会、ＡＬＭ委員

 
会）を設置し、リスク管理の方針やリスク管理体制などを協議

【リスク管理体制】

（２）リスク管理体制

リスク管理統括部

オペレーショナル・リスク管理室

市場リスク管理室 コンプライアンス統括部 人事部 総務管理部 広報部

市場

リスク

市場流動性

 

リスク
資金流動性

 

リスク
信用

リスク

事務

リスク

システム

リスク

情報資産

リスク

法務

リスク

人的

リスク

有形資産

リスク

ﾚﾋﾟｭﾃｰｼｮﾅﾙ

 

ﾘｽｸ

オペレーショナル・リスク

リスク
管理部署

リスク
カテゴリー

取締役会 監査委員会

代表執行役

経営会議

ＡＬＭ委員会リスク管理委員会
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３

 
健全経営に向けた取組

○市場運用（国債）中心の資産・定額貯金中心の負債という特徴を踏まえ、その業務特性・リスクプロファイ

 
ルを踏まえた市場リスク管理を実施

 

○市場運用（国債）中心の資産・定額貯金中心の負債という特徴を踏まえ、その業務特性・リスクプロファイ

 
ルを踏まえた市場リスク管理を実施

【市場リスク管理態勢】

（３）市場リスクの管理

取締役会／代表執行役／経営会議
ＡＬＭ委員会／リスク管理委員会

フロント部署
（市場運用部・市場ファイナンス部等）

バック部署
（市場管理部）

ミドル部署
（市場リスク管理室）

約定確認

取引結果
報告

モニタリング

定例報告

・市場リスク量（ＶａＲ）の状況や、市場リスク限度額及び損失限

 
度額の遵守状況等について、日次で直接経営陣まで報告

・バック・テスティングやストレス・テストによるリスクの分析を定

 
期的に行いＡＬＭ委員会等へ報告

・市場リスク量を定量的に計測し、自己資本等の経営体力を勘案して定めた資本

 
配賦額の範囲内に市場リスク量が収まるよう、市場リスク限度枠や損失額等の

 
上限を設定し、モニタリング・管理等を実施
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３

 
健全経営に向けた取組

○平成１９年度（下期）の経常利益は２，５６１億円、当期純利益は１，５２１億円

○自己資本比率（バーゼルⅡ）は８５．９０％

○平成１９年度（下期）の経常利益は２，５６１億円、当期純利益は１，５２１億円

○自己資本比率（バーゼルⅡ）は８５．９０％

（４）決算の状況

項 目 金 額

経常収益 １３，２８９

うち資金運用収益 １２，６５０

経常費用 １０，７２７

うち資金調達費用 ３，９４８

経常利益 ２，５６１

特別利益 １

特別損失 ４

法人税、住民税及び事業税 １，３２２

法人税等調整額 △２８６

当期純利益 １，５２１

【経常利益・当期純利益】 【単体自己資本比率（国内基準）】

項 目 金 額

（Ａ）基本的項目 ７９，８００

（Ｂ）補完的項目 ９

（Ｃ）自己資本額（Ａ＋Ｂ） ７９，８１０

（Ｄ）リスクアセット等 ９２，９０４

自己資本比率（Ｃ／Ｄ） ８５．９０％

Ｔｉｅｒ１比率（Ａ／Ｄ） ８５．８９％

（単位：億円） （単位：億円）
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３

 
健全経営に向けた取組

○平成１９年度のバンキング勘定における市場リスク量（ＶａＲ）の状況は下記のとおり

－ゆうちょ銀行については、信用リスクが非常に低いため、金利リスクへの備えとしての自己資本は十

 
分にある状況

 

○平成１９年度のバンキング勘定における市場リスク量（ＶａＲ）の状況は下記のとおり

－ゆうちょ銀行については、信用リスクが非常に低いため、金利リスクへの備えとしての自己資本は十

 
分にある状況

【ＶａＲの状況

 

（平成１９年１０月１日～平成２０年３月３１日）】

（５）金利リスクの状況

年度末値 最大値 最小値 平均値
広義の自己資本

（Ｔｉｅｒ１＋Ｔｉｅｒ２）

１８，６５０ ２３，５０１ １８，６５０ ２０，３６５ ７９，８１０

（参考）

・ヒストリカル法を採用し、片側９９％の信頼区間、保有期間240営業日（1年相当）、観測期間1200日（5年相当）により算出

・流動性預金については、「過去5年間の最低残高」「過去5年間の最大年間流出額を現在残高（基準日）から差し引いた金額」「現在残

 
高（基準日）の５０％相当額」を比較し、より少ないものをコア預金として扱い、満期の最長期間を５年（平均約２．５年）として計測

・定額貯金については、モデルを用いて推定した将来キャッシュフローにより計測

（市場リスクの計測方法）

（単位：億円） （単位：億円）
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４

 
経営基盤強化に向けた取組

○現在の資産・負債構造から生まれる莫大な金利リスクのコントロール手段を確保するとともに、金利リス

 
クから市場リスク・信用リスクへ、リスク配分のリバランスを進めていく観点から、運用手段を多様化

 ○昨年末に認可をいただいた運用対象については、態勢整備を実施の上、市場の状況等を勘案し、順次

 
運用を開始

 

○現在の資産・負債構造から生まれる莫大な金利リスクのコントロール手段を確保するとともに、金利リス

 
クから市場リスク・信用リスクへ、リスク配分のリバランスを進めていく観点から、運用手段を多様化

○昨年末に認可をいただいた運用対象については、態勢整備を実施の上、市場の状況等を勘案し、順次

 
運用を開始

【新規業務の状況】

（１）運用手段の多様化

運用対象 認可の状況 実施状況等

①シンジケートローン（参加型）、特別目

 
的会社（ＳＰＣ）への貸付

民営化委員会

意見

(H19.11.5)

認 可

(H19.12.19)

・２００８年１月シンジケートローン（参加型）融資を実行

②公共債の売買 ・市場の状況等を勘案しながら、態勢整備が出来次第、運用開始予定

③信託受益権の売買、株式の売買等 ・２００８年３月信託受益権の取得を実行

④貸出債権の取得又は譲渡等 ・２００８年２月貸出債権の取得を実行

⑤金利スワップ取引、金利先物取引等 ・２００８年２月金利スワップ取引を実行

⑥リバースレポ取引 ・２００８年６月リバースレポ取引を実行
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４

 
経営基盤強化に向けた取組

○ゆうちょ銀行の巨額な資金を運用するにあたっては、市場にサプライズを与えないようマーケットとの良

 
好な対話を実施

 ○また、法令により、旧勘定の額以上に国債等の安全資産を保有することが義務付けられるとともに、当該

 
安全資産の保有状況の運用方針・見通しについては、機構を通じ公表

 

○ゆうちょ銀行の巨額な資金を運用するにあたっては、市場にサプライズを与えないようマーケットとの良

 
好な対話を実施

○また、法令により、旧勘定の額以上に国債等の安全資産を保有することが義務付けられるとともに、当該

 
安全資産の保有状況の運用方針・見通しについては、機構を通じ公表

【安全資産の保有状況

 

（機構を通じ公表）】

（１）運用手段の多様化

 

（市場との対話）

（Ｈ19年度末・20年度末見込額）

安全資産の保有状況について

１

 

平成１９事業年度の末日における安全資産の額の合計額の見通し

(１)平成１９事業年度における運用方針

平成１９事業年度における安全資産の運用は、当該資産の額の合計額が、郵政民営化法第１６

 

２条第３項の規定による貴機構の貯金の合計額を下回らないよう、行ってきたところ。

(２)平成１９事業年度の末日における安全資産の額の合計額の見通し

平成１９事業年度の末日における安全資産の額の合計額は、次のとおりとなる見通しである。

２

 

平成２０事業年度の末日における安全資産の額の合計額の見通し

(１)平成２０事業年度における安全資産の運用方針及び運用計画

平成２０事業年度における安全資産の運用は、当該資産の額の合計額が、郵政民営化法第１６

 

２条第３項の規定による貴機構の貯金の合計額を下回らないよう、次の計画に基づいて行うことと

 

する。

項 目 金 額

債券

 

（国債、地方債及び政府保証債）

貸付金

 

（地方公共団体貸付及び機構貸付）

１，６９６，２０６

３６，９４８

合 計 １，７３３，１５４

なお、「債券」の運用額については、市場に及ぼす影響に配慮し、それぞれの市場規模、購入可能

 

性等を考慮したものであり、実際の運用額については、各債券の発行・流通市場の状況等により、運

 

用計画に比べて増減することがある。

(２)平成２０事業年度の末日における安全資産の額の合計額の見通し

平成２０事業年度の末日における安全資産の額の合計額は、次のとおりとなる見通しである。

（単位：億円）

注：計数を四捨五入しているため、合計は一致しない。

項 目 金 額

債券

国債

地方債及び政府保証債

貸付金

 

（地方公共団体貸付及び機構貸付）

３２０，６００

３０４，２００

１６，４００

９，３５９

合 計 ３２９，９５９

（単位：億円）

注：１

 

運用期間が１年以下の短期資産については、平成２０事業年度末における運用予定額
を計上している。

２

 

計数を四捨五入しているため、合計は一致しない。

項 目 金 額

債券

 

（国債、地方債及び政府保証債）

貸付金

 

（地方公共団体貸付及び機構貸付）

１，６３２，０８７

３３，９６１

合 計 １，６６６，０４８

（単位：億円）

注：計数を四捨五入しているため、合計は一致しない。
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４

 
経営基盤強化に向けた取組

○民営化の成果として、お客様のニーズに的確に対応した商品・サービスを提供するとともに、株式上場に

 
向けた経営の安定化・収益構造の改善を図っていく観点から、新規業務を展開

 ○今年4月に認可をいただいた業務については、態勢整備後、順次、業務を開始

○民営化の成果として、お客様のニーズに的確に対応した商品・サービスを提供するとともに、株式上場に

 
向けた経営の安定化・収益構造の改善を図っていく観点から、新規業務を展開

○今年4月に認可をいただいた業務については、態勢整備後、順次、業務を開始

【新規業務の状況】

（２）新規商品・サービスの提供

新規業務 認可の状況 準備・実施状況等

①クレジットカード業務 民営化委員会

意見

（H20.2.22)
認可

（H20.4.18)

・２００８年５月１日業務開始

 

（直営店・郵便局で展開中）

②変額個人年金保険等生命保険募集業務 ・２００８年５月２９日業務開始

 

（直営店１６４店舗で展開中）

住宅ローン等の媒介業務 ・２００８年５月１２日業務開始

 

（直営店５０店舗で展開中）

③個人向けローン

（住宅ローン、カードローン等）
－－

＜認可事項＞

・フロントライン関連業務のノウハウを蓄積するため、提携金融機

 
関等の住宅ローン商品販売を先行（１年程度）

 

【H18.11.22 郵

 
政民営化委員会】

④流動性預金の預入限度額廃止 －－

＜政令改正事項＞

・流動性預金の預入限度額の廃止を通じて、年金受給者等、個人

 
のお客様向けの決済サービスを一層向上

・２００８年４月１日、金融庁、総務省、郵政民営化推進室あて政令

 
改正要望を提出
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４

 
経営基盤強化に向けた取組

○事務処理の効率化と事務品質の向上を図り、店頭でお客様をお待たせしない銀行（郵便局）を目指し、

 
「業務改革プロジェクト」を設置し、各種事務の効率化施策を試行

 ○当該結果も踏まえ、順次、改善策を全国展開

○事務処理の効率化と事務品質の向上を図り、店頭でお客様をお待たせしない銀行（郵便局）を目指し、

 
「業務改革プロジェクト」を設置し、各種事務の効率化施策を試行

○当該結果も踏まえ、順次、改善策を全国展開

【効率化に向けた取組例】

（３）業務効率化に向けた取組

項 目 内 容 効 果

業務処理体制の見直し
・カウンター（Ⅰ線）と後方（Ⅱ線）の業務処理体制を見直し。

 
あわせて、店舗内レイアウト・機器の配置箇所の見直し

 
を行うことにより、スムーズな業務処理を促進

①お客様の待ち時間の減少

②事務繁忙の緩和

（事務品質の向上）

③営業余力の捻出

（店頭セールスの推進）

クイック窓口の設置
・簡便なご用件でお見えのお客様のための「クイック窓口」

 
の設置

コンシェルジュの配置

（受付・ご案内担当者）

・お客様の誘導、必要書類の事前のご記入のお手伝い、

 
提供サービスのご説明等を行い、スムーズな事務処理、

 
サービスの向上を促進
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